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番　号 市　長　提　出　議　案

議

案

４ 令和５年度 一般会計補正予算（第３号）
５ 令和５年度 水道事業会計第１回補正予算
６ 令和５年度 下水道事業会計第１回補正予算
７ 市税条例等の一部改正
８ 印鑑条例の一部改正
９ 火災予防条例の一部改正
10 工事請負契約の締結　－総合会館受変電設備更新工事－

11 工事請負契約の締結　－令和５年度 国道１号近鉄四日市駅交通ターミナル整備事業の地下駐車場出
口新設に伴う仮設工事－

12 工事請負契約の締結　－博物館受変電及び発電機設備更新工事－
13 契約の締結　－防災教育センターリニューアル事業製作業務委託－
14 動産の取得　－小型一般ごみ収集車 10台－
15 動産の取得　－大型高所放水車（はしご機能付き）１台－
17 市道路線の認定

　　会　派
　　議員名

議案番号

議
決
結
果

賛  反
：

成  対

政友クラブ 新風創志会 フューチャー四日市 公明党 市民目線
の会

無会派
日本共産党
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麻
理

川
村
幸
康

笹
井
絹
予

笹
岡
秀
太
郎

日
置
記
平

森
　
康
哲

森
川
　
慎

石
川
善
己

谷
口
周
司

辻
　
裕
登

早
川
新
平

平
野
貴
之

諸
岡
　
覚

山
田
知
美

伊
世
利
子

小
田
あ
け
み

加
納
康
樹

後
藤
純
子

竹
野
兼
主

樋
口
龍
馬

村
山
繁
生

荒
木
美
幸

中
川
雅
晶

樋
口
博
己

森

智
子

山
口
智
也

小
林
博
次

田
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太
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村
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議案第16号 原案可決 23：9 〇 × ○ × × × × × × ○ 〇 × ○ 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 欠 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※ ○は賛成　×は反対　欠は欠席　　※ 議長（樋口龍馬）は採決に加わらない。

【全会一致で可決された議案】

番　号 市　長　提　出　議　案
議案 16 動産の取得　－地震体験車 １台－

【賛否が分かれた議案】
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　６月定例月議会の議会期間は、６月５日から６月30日までの26日間でした。
　物価高騰対策として住民税非課税世帯や子育て世帯等への給付事業費および事務費等を盛り込んだ令和５年度
一般会計補正予算（第３号）など、市長から提案された14議案を審議し、すべて原案のとおり可決しました。

６月定例月議会の概要

日　　程

６
月

  ５ 日 本会議 初日
12日

本会議（一般質問）
13日
15日
16日

議決結果

６
月

19日 本会議（一般質問　ほか）

20日 各常任委員会／予算常任委員会各分科会
（総務、教育民生、産業生活、都市・環境）

26日 予算常任委員会全体会
30日 本会議 最終日



ヘッドマウント
　　ディスプレイ
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委員会審査 常任委員会の審査で出された主な意見等の概要をお知らせします。

総 務 常 任 委 員 会
防災教育センターはリニューアルでどん
な施設になるの？
◆契約の締結
　－防災教育センターリニューアル事業製作業
　務委託－
	問	 災害体験ゾーンに設置する地震ＶＲ体験に
ついて、一度に対応できる人数は最大で何人か。
	答	 ＶＲ体験のヘッドマウントディスプレイの
台数により、一度に最大15人、１日では最大
200人を想定している。
	問	 休館日と人員体制について確認したい。
	答	 他の公共施設と同
じく月曜日を休館日と
している。人員体制は
検討中だが、大人数の
見学により人員が不足
する場合は、北消防署
員と協力して対応する。

教育民生常任委員会
博物館休館中の市の業務は？
◆工事請負契約の締結
　－博物館受変電及び発電機設備更新工事－
	問	 工事中は、博物館、四日市公害と環境未来
館のすべての施設が休館になるのか。
	答	 電気設備の更新により開館できないため、
すべての施設を休
館としたい。職員
が業務を行う場所
も極力減らし、最
低限の電力で対応
する。
	問	 休 館 期 間 中、
職員はどのような
業務を行うのか。

	答	 令和４年度の空調設備等更新時に５カ月間
休館していた時と同様に、資料整理や対外的な
活動等を行っていく予定である。前回の休館時
には市民から多くの資料の提供があり、今回も
資料に関する問い合わせに対応する業務は増え
ると想定している。

都市・環境常任委員会
ごみ収集車の買い替え・修理は？
◆動産の取得　－小型一般ごみ収集車 10台－
	問	 廃車にするごみ収集車を売却した際の収益
について確認したい。
	答	 調達契約課で処分の手続きを行い、売却し
て発生した収益は市の歳入になる。
	問	 ごみ収集車の保有台数について市の考え方
を確認したい。
	答	 現在、予備車を含め49台のごみ収集車を
保有しているが、部品不足による修理期間の長
期化に対応するため、予備車を増やすことも検
討している。
	意見	 部品取り用の車両を保有するなど、迅速
に車両を修理できるよう柔軟に検討してほし
い。

産業生活常任委員会
◆印鑑条例の一部改正については、別段質疑お

よび意見はありませんでした。
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予算常任委員会
予算の審査は、まず、四つの分科会で詳細に審査を
行います。その後、全体会で各分科会から審査の経
過と結果を報告し、必要な事項については全体会で
さらに議論を深めます。

全
体
会

予算常任委員会
分科会

総 務
教 育 民 生
産 業 生 活
都 市・ 環 境

予算常任委員会分科会

総 務 分 科 会
安心してマイナンバーカードの手続きがで
きる体制は整っているか？
◆行政手続オンライン化事業費
	問	 マイナンバーカードについて、全国でさまざ
まなトラブルが発生しているが、本市で事例はあ
るか。また、トラブルの原因には人員不足もある
が、今回の補正予算で十分な体制づくりができる
のか。
	答	 本市で問題は発生していない。また、申請が
急増した時期は人員を増やすなど、正確な事務と
待ち時間の削減に努めており、現在の体制を継続
する。
	意見	 関係部局が連携して、窓
口へ相談に行けない高齢者へ
のマイナンバーカードの健康
保険証利用の手続きを支援してほしい。

教 育 民 生 分 科 会
市民に便利なプッシュ方式による給付は？
◆電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金

給付事業費・事務費
	問	 対象者が申請しなくても給付を受けられる
プッシュ方式で今回の給付を行う自治体もある。
家計への影響が大きい世帯への給付であることを
考えると、本市もプッシュ方式で給付すべきでは
ないか。
	答	 本市では対象者へ確認書を送付し、受領意思
等を確認した上で給付をする予定である。過去に
給付の実績がある対象者には、必要事項を確認し、
署名するだけで意思を確認できるようにしたい。
	意見	 本市でもプッシュ方式による給付ができる
はずである。市民の利便性向上に積極的に取り組
み、迅速に給付してほしい。

産 業 生 活 分 科 会
農産物の生産体制を強化するための補助内容は？
◆産地生産基盤パワーアップ事業補助金、麦・大

豆生産技術向上事業補助金
	問	 補助金を受けるために、成果の報告義務はあ
るのか。
	答	 麦の作付面積の拡大について、５年後の成果
目標を求めており、毎年報告が必要である。
	問	 ドローンによる農薬散布が補助金の対象とさ
れているが詳細を確認したい。
	答	 新たにドローンによる農
薬散布を行った場合に支援
するものであり、ドローン導
入というハード整備に対す
る補助金ではない。

都 市 ・ 環 境 分 科 会
中心市街地にふさわしい駐輪場の整備を
◆中央通り再編整備費（市民公園）
	問	 博物館の東側の市民公園に駐輪場を設置する
計画だが、何台駐輪できるのか。
	答	 現地を確認し
た結果、余裕を見
込んで50台分設置
する予定である。
	問	 駐輪台数が50
台では少ないと考
える。また、雨で
もぬれないように
するなど、予算を
かけて中心市街地にふさわしい駐輪場にすべきで
はないか。
	答	 駐輪台数や駐輪場の構造は、自転車道整備等
とあわせて決定していく中で、改めて検討したい。

施工範囲

予算常任委員会全体会
◆全体会において、各分科会からの報告を受け議論を行いました。委員から全体会審査すべきものとして追

加提案された事項はなく、令和５年度一般会計補正予算（第３号）のほか、企業会計の補正予算について、
いずれも別段異議はありませんでした。



一般質問した議員と項目（質問順）

伊世　利子
・在宅介護支援センターの役割について　～もっと市民に身近な名称に変更してはどうか～
・住民主体型サービスＢの普及について　～旗振り役を育てましょう～
・在宅療養を支える介護者支援について　～色々な角度から～

小田あけみ ・住宅地における豪雨対策について
・子供たちが危ない！住宅地内の道路を猛スピードで走る車をどうすれば減らせるのか？

後藤　純子
・病児保育について　～事業を拡充すべきではないか～
・子連れ出勤について
・自転車利用時のヘルメット着用努力義務について　～ヘルメットの購入補助金の導入～

加納　康樹

・「チャットＧＰＴと、どう向き合うのか」
　～個人情報などに留意しつつ、活用すべきではないか～
・「東海・北陸Ｂ－１グランプリｉｎ四日市の成功のために」
　～来場者の公共交通機関利用を促すための具体策について～
・「左折渋滞問題を解決しませんか？」　～ニワミチよっかいち、は結構なのですが…～

竹野　兼主 ・高齢者のための住みやすい街の交通施策について
・これからの四日市市立保育園について

山田　知美 ・市内の子ども食堂拡充について

辻󠄀　　裕登
・人口流出防止に向けた取り組み
・選挙投票率向上に向けた取り組み
・今後の企業誘致方針について

石川　善己 ・観測史上最低から考える　～本市の災害対策

早川　新平 ・地球温暖化対策は地球に住む皆の問題　どうする四日市
・防災訓練のあり方について

平野　貴之 ・自転車の安全を守れ

今村　厚美 ・社会参加に取り組む高齢者の健康支援について
・地域包括支援センターにおけるリハビリテーション専門職の必置について

水谷　一未 ・安心安全な道路維持のために市民の声は反映されているかについて
・５類変更後の新型コロナウイルス感染症の対応について

田中　　徹 ・デマンド型交通について
・ふるさと納税について

小林　博次 ・中心市街地再開発事業について
太田　紀子 ・始まった中学校給食について

村上　　暁 ・学校給食の保護者負担について
・子ども医療費助成について

山口　智也 ・「書かない窓口」の推進について
・郊外団地等の街路樹の管理について

荒木　美幸 ・多死社会の到来に向けて終活支援を急げ
森　　智子 ・奨学金を活用した人材の確保を

上　　麻理
・四日市の農業の未来について
・県道四日市鈴鹿線に交差する内部地区内の市道について
・生活保護受給家庭の子供の自立

笹井　絹予 ・四日市の展望～交通ネットワークの実現に向けて

伊藤　嗣也 ・公共交通及び公共施設の既存ストック有効活用 
　～近鉄湯の山線及び現図書館のリニューアル～

荻須　智之 ・公会計改革の現状について
・新図書館と旧図書館の今後について

森川　　慎 ・市職員の雇用について

森　　康哲
・国道１号線の渋滞緩和と安全対策の向上について
・近鉄霞ヶ浦駅西口設置について
・四日市港管理組合の負担割合について
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フューチャー四日市
伊
い

世
せ

　利
とし

子
こ

在宅介護支援センターの今後の展望を問う高齢者施策

フューチャー四日市
竹
たけ

野
の

　兼
かね

主
ゆき

高齢者が安心して暮らすための施策の充実を高齢者施策

※ 介護保険サービス事業所以外のＮＰＯ法人や住民団体が、要支援者や要介護度の低い人に提供するサービス

デマンドタクシーを案
内するチラシ。（令和５
年度版）.
利用方法などが紹介さ
れている
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※ 地域住民の複雑化した生活課題に対応するため、「相談支援」「参加支援」「地域づくり支援」等を包括的に実施する事業

　一般質問は、定例月議会が開かれたときに、議員が議案に関係なく市政の諸
課題や将来への展望等について市の考えをただすものです。
　６月定例月議会は、25人が一般質問を行いました。その中から主な質問と答
弁をご紹介します。

一般
質問から

・	 質問等の詳細については、市議会ホームページに掲載しています「インターネット録画中継」または「会議録（次
の８月定例月議会ごろに公開予定）」をご覧ください。

・	 ＱＲコードから各議員の質問の映像を見ることができます。（※視聴の際のデータ通信料はご自身の負担となります）

議員　本市は市街化調整区域に住む高齢者への

公共交通施策としてデマンドタクシー制度を運

用しているが、市街化区域に住む高齢者も、公

共交通機関の減便や廃線により日常生活におい

て深刻な影響を受けている。高齢者が安心して

生活できる具体的な公共交通施策を実施すべき

ではないか。

都市整備部長　市街化区域は、市街化調整区域

と比べて人口密度が高いことから、乗り合いで

の利用が期待できる。予約に応じて運行する乗

り合いサービスなどさまざまな方法を検討し、

公共交通不便地域で実験的に導入することによ

り効率的な移動手段を探っていきたい。

健康福祉部長　移動に特別な配慮が必要な人に

は、公共交通機関での対応だけでなく、福祉的

な移動支援も必要である。公共交通施策と福祉

的移動支援を組み合わせ、誰もが移動しやすい

環境をつくることが重要と考える。

議員　高齢者が期待する施策と市の施策がかみ

合っていない印象を受ける。市民が満足できる、

実態に即した公共交通施策を実施してほしい。

また、住民主体サービス（※）では担い手不足

が深刻だが、市はどのように対応するのか。

健康福祉部長　生活支援コーディネーターを配

置して、地域福祉活動の担い手の発掘と育成を

進めている。在宅介護支援センター等の関係機

関と連携しながら、課題解決に向けて取り組ん

でいきたい。

議員　在宅介護支援センターは介護で悩む市民

が気軽に相談できる場所だが、高齢者を取り巻

く環境は厳しく、相談内容は多岐にわたる。近

年は、相談以外にも訪問支援や家族との面談の

増加、介護施設やケアマネジャーとの連携業務

のため多忙だと聞く。今年度から重層的支援体

制整備事業（※）も始まり、さらに多様な業務

を担う在宅介護支援センターの役割と今後の展

望を確認したい。

健康福祉部長　在宅介護支援センターの役割

は、各地区にある強みを生かし、高齢者やその

家族にとって身近な地域の初期相談窓口として

総合相談支援業務を担うことである。地域に

とってより身近な機関になることや、複合的な

課題を持つ世帯への対応力の向上が必要であ

る。増加する高齢者へ柔軟に対応するため、さ

らなる機能の充実が必要と考える。

議員　市は、在宅介護支援センターに増加する

業務を丸投げするのではなく、地区ごとの特色

を踏まえた人員配置を考え、取り組み内容の検

証や評価を行うなどして、在宅介護支援セン

ターと連携すべきである。市民が親しみを持ち

やすい愛称を付けたり、適地へ移転したりする

など、より身近な機関になるよう工夫するのも

手段の一つである。在宅介護支援センターが多

様化する地域のニーズに応えて適切な支援につ

なぎ、地域が安心して利用できるよう在宅介護

支援センターの充実を要望する。



フューチャー四日市
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通学路の安全対策に子どもの意見を取り入れよ通 学 路
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市は率先して働き方改革に取り組め働き方改革
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業務効率化のためチャットＧＰＴを活用せよデジタル化

※ 利用者が文字や音声で入力すると、あらかじめ学習したデータを基に新しい文章、画像、動画などを作成する人工知能の総称 9
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議員　路面に何カ所も子ども注意の表示がある

にもかかわらず、住宅地内の通学路を猛スピー

ドで走る車に危険を感じ、子どもたちはガード

レールの設置や通学時間帯の通行規制を大人に

訴えている。地域全体の合意がなければ通行規

制等の実施が困難なことは理解するが、子ども

の安全を守るために大人としてできることはな

いのか。

都市整備部建設担当部長　時間帯通行禁止や速

度規制などの交通規制が考えられるが、公安委

員会からは、地域から交通規制に関する要望が

あれば、現地調査を行い検討するとの回答を得

ている。公安委員会に交通規制の要望を提出す

る際は、市も地域と共に働き掛けていきたい。

議員　不便になることで交通規制に反対する人

もおり、地域住民の意見をまとめるのは簡単で

はない。子どもの安全確保のため、地域からだ

けでなく、学校から働き掛けられないか。

教育長　四日市市通学路交通安全プログラム

（以下、プログラム）に基づき警察、道路管理者、

教育委員会が連携し、通学路の危険箇所につい

てソフト面とハード面から対策を検討し、安全

の確保に努めている。

議員　私たち大人が不便さを我慢することで、

子どもの安全に責任が取れるということを意識

すべきである。危険箇所を子どもと共にチェッ

クし、プログラムの策定に子どもの意見を取り

入れる仕組みづくりを求めたい。

議員　働き方改革の推進とワーク・ライフ・バ

ランスの充実のためには、職員が働きやすい職

場でなくてはならない。愛知県豊明市では、仕

事と子育てが両立できる柔軟な働き方の普及啓

発と、子どもと子育て家庭に温かい地域づくり

の機運を醸成するため、全国の自治体に先駆け

て子連れ出勤制度を導入した。本市も市内企業

の働き方改革が一層進むよう、率先して働き方

改革を進めるべきである。そこで、本市が現在

進めている働き方改革の取り組み状況と今後の

方向性を確認したい。また、子連れ出勤制度を

本市でも導入してはどうか。

総務部長　仕事と家庭を両立しながら働ける職

場環境を実現するため、復帰後、再度育児休業

を取得できるよう制度を改めたほか、子の看護

休暇の対象を拡大した。また、多様な働き方に

柔軟に対応するため時差出勤制度を導入したの

に加え、テレワークの導入に向けた実証実験を

進めている。今後もワーク・ライフ・バランス

を重視した、より働きやすい職場づくりを進め

る。子連れ出勤制度については、導入自治体で

は仕事と子育ての両立への理解が深まったとの

声がある一方、業務に集中できないなどの課題

もあったと聞いている。今後も先進事例を研究

するとともに、他自治体の動向も注視していく。

議員　誰もが働きやすい職場になれば、行政

サービスの向上にもつながる。積極的に働き方

改革に取り組むことを期待する。

議員　生成ＡＩ（※）の一つであるチャットＧ

ＰＴは、膨大なデータを基に質問、指示の答え

や文章を短時間で作り出せる。そのため、さま

ざまな問い合わせに対する回答や会議の議事

録の作成等の自動化、効率化が期待されてい

る。働きやすい職場づくりのため、桑名市では

チャットＧＰＴを活用する実証実験を開始する

など、民間企業だけでなく地方自治体でも活用

する動きが広がり始めている。チャットＧＰＴ

の利用により個人情報や機密情報が流出する懸

念はあるが、本市でも個人情報等の取り扱いに

十分に留意しつつ、業務の効率化に向けて大い

に活用していくべきではないか。

総務部長　生成ＡＩが作成した回答には誤りや

差別、偏見が含まれる可能性があるため、誤っ

た情報を拡散させる恐れがある。また、生成Ａ

Ｉは入力された情報を学習して回答を作成する

ため、入力した情報が外部に漏えいする恐れも

ある。職員が生成ＡＩを適切に利用できるよう、

６月中に本市のガイドラインを策定する。ガイ

ドラインには、個人情報や非公開情報を入力し

ないこと、回答の正確性を利用者の責任で十分

確認すること、著作権に抵触しないよう出典の

記載等の配慮を行うことなどのルールを明記す

る。今後、幅広く情報収集し、生成ＡＩの有効

活用について研究を進めていく。

議員　利用に当たり注意すべき点は慎重に検討

しながら、ぜひ積極的に取り組んでほしい。
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公民連携で子ども食堂の拡充を進めよ子 ど も
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人口流出防止にスピード感を持って取り組め人　　口
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市の地球温暖化対策を問う環　　境

※ 無料または低価格で子どもたちに食事を提供するコミュニティの場

※ 死亡者数が出生者数を上回っている状態のこと
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議員　子ども食堂（※）は、食事の提供のみな

らず、地域の大人とのつながりができる場で、

家庭、学校以外の第三の居場所となりつつある。

さらなる拡充を図るには資金面の支援が必要だ

が、補助金を活用したくても、補助要件が厳し

いことや申請書の作成が困難なことが課題とな

っている。子ども食堂を増やすため、より活用

しやすい補助制度にすべきと考えるがどうか。

こども未来部長　継続的に安心して利用できる

子ども食堂となるよう、一定の補助要件を設定

している。また、申請手続きの際には丁寧な説

明に努めている。今年度から補助金額等を拡充

しているが、現行の補助制度の成果や課題を分

析し、より活用しやすい制度を研究したい。

議員　子ども食堂の運営団体の生の声を聴くこ

とで、公と民が互いの現状を共有し、今後の制

度運営の改善にも生かすことができる。市主導

で、子ども食堂実施団体間でネットワークを構

築するため意見交換会を開催してはどうか。

こども未来部長　意見交換会を開催すること

で、担い手の発掘や育成、支援の質の向上につ

ながると考える。また、支援が必要な子どもを

適切な支援へつないでいく効果もあるため、運

営している団体との開催を検討したい。

議員　各小学校区に子ども食堂があり、子ども

が自分で行けるのが理想だが、まだまだ数が足

りない。子ども食堂を始めやすい環境を整備し、

公民連携でのさらなる拡充を求めたい。

議員　本市は今年１月から４月の転出超過と自

然減（※）を合わせると、1000人以上人口が減

少している。この状況が続くと近い将来、市の

人口は30万人を下回る可能性がある。転入を増

やして転出を抑える施策を積極的に取り入れる

ため、迅速かつ的確に転出入の状況や理由を把

握して対策すべきではないか。

政策推進部長　住民基本台帳システムから転出

入者の性別や年齢を毎年把握している。また、

昨年度末から県が転出入の理由を調査するアン

ケートを実施しているが、回答率は低調である。

なお、速報値は毎月、１年間の最終的な結果は

調査終了後に届くため、市で分析する予定であ

る。今後は転出入のデータを月ごとに整理する

よう検討する。人口流出対策については県とも

十分連携して、効果的な取り組みを検討する。

議員　県と協力してアンケートの回答率の向上

に努めてほしい。また、県が調査を終了した場

合は、本市が独自に調査することも検討してほ

しい。次に、将来を担う若者世代の確保はまち

づくりを進める上で重要である。県や他市では

若者にとって魅力的な施策として奨学金の返還

支援制度を設けているが、本市でも前向きに検

討してはどうか。

政策推進部長　奨学金返還支援制度について、

県へ支援内容の拡充を要望するほか、奨学金返

還支援制度を含めた若者の定住を促進する先進

市の取り組みについて調査研究を行う。

議員　地球温暖化等による海洋環境の変化によ

り、伊勢湾の水産資源にも変化が生じている。

国はさまざまな地球温暖化対策を表明している

が、市の対応を確認したい。

環境部長　本市では温室効果ガス排出割合の

70％以上を産業部門が占めていることから、こ

の分野における脱炭素の取り組みは重要であ

る。現在、温室効果ガスの削減を促進するため、

地球温暖化対策実行計画の改定を進めており、

引き続き、脱炭素社会の実現に向けて、市民や

事業者と一体となり、地球温暖化対策に取り組

む機運を醸成している。

議員　地球温暖化対策の重要性は理解しても、

具体的な取り組み方が分からない市民は多い。

市は積極的な広報を行い、市民に協力してもら

えるような取り組みをすることが大切である。

また、本市の温室効果ガスの排出量は他市と比

べて産業部門が突出して多く、企業の協力が不

可欠だが、どのように取り組むのか。

商工農水部長　令和４年に設置した四日市コン

ビナートのカーボンニュートラル化に向けた検

討委員会を推進委員会へ移行し、六つの部会を

設けて調査や実証などを行う。また、企業への

支援制度や補助制度を創設しており、カーボン

ニュートラル社会に貢献する四日市コンビナー

トの構築に向けて取り組んでいく。

議員　国や県、企業との連携が重要である。しっ

かりと取り組みを進めてほしい。
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市内各所の状況を把握し対策の検討に活用せよ災害対策

市民目線の会
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市民に正しい情報を分かりやすく伝えよ新型コロナウイルス

市西部の積雪の様子。市内でも地域により積雪量に
大きな差があった

市ホームページに相談先を掲載したページを新設。トッ
プページ「注目情報」からクリックして該当ページへ
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議員　さまざまな災害に対しどこに重点を置い

て対策を講じるかは、地域性もあり難しい課題

である。今年１月26日に本市で観測史上最低気

温マイナス8.9度を記録した時の大雪への対応

状況と、今後の対策について確認したい。

危機管理統括部長　１月25日の大雪警報発令時

に災害対策本部員会議を開催し、積雪や道路、

ライフライン等の状況把握を行い、関係部局が

連携して対応することとした。災害情報につい

て今後はより積極的に発信していきたい。

都市整備部建設担当部長　融雪剤の散布や除雪

作業を行ったが、地区により積雪量や路面の凍

結状況が異なり、対応は困難であった。この経

験を今後の業務に生かせるよう委託業者と意見

交換を行い、適切な雪氷対策に取り組む。

上下水道局管理部長　上下水道局ホームページ

等で注意喚起は行っていたが、凍結により宅地

内の給水管が破損し、漏水が発生した。今後、

寒くなる前に分かりやすく対策を周知していく。

議員　市内の実際の積雪量は地区によって差が

あり、気象庁発表の数値と乖
かい

離
り

していたと感じ

る。リアルタイムで市内各所の状況を確認でき

るシステムが災害対策上必要と考えるがどうか。

危機管理統括部長　地区市民センター、消防署

等への確認や国、県、ＣＴＹのライブカメラで

状況を把握している。ライブカメラや本市独自

の観測地点の設置は現地の状況を把握し対策を

検討するのに有効であり、調査研究を行いたい。

議員　今年４月28日開催の厚生労働省厚生科学

審議会において、新型コロナウイルスワクチン

接種開始後の副反応疑いの報告数が26992件、

死亡事例が2057件と報告された。本人が納得し

た上で接種するかどうか判断できるよう、厚生

労働省から提供された本市での件数を市ホーム

ページで公開すべきではないか。

健康福祉部保健衛生担当部長　副反応疑いの報

告件数には因果関係が不明な事例等も含まれて

おり、専門家による評価やその過程も重要であ

る。市ホームページには引き続き厚生労働省

ホームページのインターネットアドレスを掲載

し、確かな情報を市民に提供する。

議員　市民の健康不安を取り除くため、スムー

ズに相談できる体制をつくることが大切であ

る。本市ではせっかく24時間体制の相談窓口を

案内しているのに、相談先が分かりにくい。市

民が新型コロナウイルス感染症の後遺症やワク

チン接種後の副反応、今後のワクチン接種につ

いて相談しやすくなるよう、市ホームページを

より分かりやすく改善してはどうか。

健康福祉部保健衛生担当部長　本市のホーム

ページ上では、後遺症は新型コロナウイルス感

染症のページに、ワクチン接種後の副反応につ

いては新型コロナワクチンのページに分けて掲

示している。今後、相談を求める市民が適切な

相談先や医療機関につながるよう、分かりやす

い情報提供に努めたい。
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公共交通維持のためデマンド型交通を拡充せよ公共交通
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議員　令和５年４月からヘルメット着用が努力

義務化された。大人が率先してヘルメットを着

用し、着用が当たり前という社会の風潮を高め

るため、親子でヘルメットを着用するための啓

発や機会の創出が必要ではないか。また、高校

はもちろん、自転車で通勤する社会人への啓発

として企業を通じた呼び掛けも効果的と考える

がどうか。

都市整備部建設担当部長　学校を通じて交通安

全指導資料を配布するなど、保護者も含めた交

通安全意識の向上に努めている。今後も、この

ような取り組みのほか、高校や企業にも積極的

に交通安全教室の開催を促し、ヘルメット着用

の重要性を指導するなど、あらゆる機会や媒体

を活用してヘルメット着用人口を増やしたい。

議員　特に若い世代は、髪が乱れるため、ヘル

メットを着用しない傾向にある。ヘルメットの

内側に入れるだけで髪が乱れにくくなるグッズ

を紹介するなどして、着用への抵抗感をなくし、

若い世代の着用率向上につなげてはどうか。

都市整備部建設担当部長　交通安全教室では、

命を守るためヘルメットを正しく着用するよう

指導している。今後、交通安全教室などの機会

を通じて、髪型が乱れにくくなるグッズなどを

活用し、着用率向上につなげていきたい。

議員　自転車は社会に多くの好影響を及ぼす移

動手段である。市民が安全に利用できる環境を

効果的に整備してほしい。

議員　国の資料では、社会参加に取り組む高齢

者の多くは生きがいを感じている。高齢者の社

会参加のうち、最も多いのが健康に関する活動

であり、市内で「ステキ健康サポーター」「ヘ

ルスリーダー」「食生活改善推進員」が健康ボ

ランティアとして活発に活動してもらってい

る。また、それぞれの団体は健康づくりや介護

予防の教室を開催し、市民の健康づくりや地域

づくりを支えている。ボランティアからは、活

動にやりがいを感じるとの声がある一方、自身

も高齢になり今後の活動に対する不安の声もあ

る。ボランティアが地域で継続して活動できる

よう、市はどのような支援を行っているのか。

健康福祉部長　健康づくりを支援する仲間とし

て、健康ボランティアの養成に努めてきた。ボ

ランティアの活動は市民の健康づくりや健康習

慣の定着化に大きく貢献していると認識してい

る。また、活動を通じてボランティア自身の健

康づくりや生きがいにもつながっていると考え

る。市は、ボランティアに対して技術、知識の

向上を目的とする教室や他団体との合同研修会

の開催、理学療法士などの専門職員による相談、

助言のほか、介護予防と健康づくりに資する情

報を積極的に発信し、引き続き活動を支援する。

議員　市民の健康づくりや介護予防は多くのボ

ランティアによって支えられている。ボラン

ティア活動が持続的なものになるよう人材の育

成についても取り組んでほしい。

議員　地方のバス路線は人口減少と高齢化の影

響により利用者が減り、存続の危機に立たされ

ている。公共交通機関を維持するために行政が

補助しても、人口減少により運賃収入は増えず、

補助を上乗せすることを繰り返すだけで、根本

的な解決にならない。他市ではデマンド型交通

をより積極的に導入している。本市でも、利用

者からの予約を受けて運行するデマンドタク

シーを市街化調整区域で導入しているが、デマ

ンド型交通を今後どのように進めるのか。

都市整備部長　本市は今年２月に四日市市地域

公共交通計画を策定した。この計画では、公共

交通不便地域の住民の移動手段を確保すること

や、福祉輸送などの地域にある輸送資源の活用

方法を検討することを位置付け、関係者と連携

して取り組むこととしている。今後はデマンド

型の乗り合いサービスなどさまざまな形態の中

から、地域の実情に合う手段を選択し、実験的

な取り組みを行う予定である。なお、取り組み

に当たっては、地域や関係者から意見を聞き、

地域ごとの移動の特性に対応したものとなるよ

う検討する。

議員　菰野町は４年連続で国の事業に採択され

て実証実験を進めている。本市も国の新事業に

積極的に応募してさまざまなデマンド型交通の

手段を検証し、四日市モデルと呼べるデマンド

型交通の仕組みを市民と協働してつくり上げて

ほしい。
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子育て支援策として学校給食費の無償化を学校給食

※ 新たな考え方や技術を取り入れて新しい価値を生み出し、社会に大きな変革をもたらすこと

※1 アレルギーの原因となる食材を他の食材に代えた食事
※2 卵、乳、小麦、エビ、カニ、そば、ピーナッツ、くるみの８品目
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議員　ＪＲ四日市駅西側に設置予定の大学を核

として中心市街地活性化を行うべきと考えるが、

基本構想の策定の進
しん

捗
ちょく

はどうか。また、国は成

長分野をけん引する大学の再編についてどのく

らいの期間でどの程度の再編を考えているのか。

政策推進部長　大学で育成する人材像、教育・

研究分野等の基本構想を今年度中に策定する予

定で、理系を中心に検討している。国は、デジ

タル、グリーン等の成長分野への学部再編に対

し令和14年度までに250件程度支援するとして

おり、国の支援を受けられるよう取り組む。

議員　最先端の技術が学べる大学を誘致するだ

けでなく、学生のアルバイト先や就職先として、

周辺にデジタル関連企業を誘致することにも注

力すべきと考えるがどうか。

政策推進部長　企業誘致を進めることで学生の

アルバイト先や就職先になることに加え、まち

の活性化や産学連携によるイノベーション（※）

の創出など、都市としての魅力向上にもつなが

ると考える。大学設置の効果を最大限に生かす

ため必要な施策についても検討していく。

議員　中心市街地から港エリアをつなぐ自由通

路の駅西側の横断位置がＪＲ四日市駅舎の中央

を通るとすると、大学の設置予定位置と重なる

が、どうするのか。

都市整備部長　駅西側の設置位置は現時点で具

体的に決まっていないが、大学を核とした拠点

施設の計画と十分に調整を図っていく。

議員　新設された学校給食センターにアレル

ギー食専用の調理室が整備されたことで、一人

でも多くの食物アレルギーを持つ生徒がみんな

と同じ給食の時間を共有できるものと期待して

いる。代替食（※１）の提供も含め、生徒に応

じてきめ細かく対応している自治体もあるが、

本市はどのような対応をしているのか。

副教育長　中学校給食のアレルギー対応は、小

学校と同様、学校と保護者が連携し、安全安心

な学校生活を送れるよう慎重に行っている。対

象の生徒には、食物アレルギーの原因となる特

定原材料８品目（※２）を除去した食物アレル

ギー対応の給食を調理し、提供している。それ

以外の食物アレルギーがある生徒には、配食の

際、原因となるアレルゲンを含む料理を盛り付

けない対応をしている。現時点で代替食を提供

する予定はないが、他市の対応状況などを注視

していきたい。

議員　食材のほか、食物アレルギー対応の給食

を対象の生徒に提供するまでの体制も重要であ

る。中学校給食ではどのような体制でチェック

しているのか。

副教育長　誤って食物アレルギーの原因となる

食品を食べることがないよう、献立の確認から

配膳まで、教職員と学級の生徒を含めた学校全

体で情報を共有し、組織的に取り組んでいる。

議員　生徒が安全・安心に喫食できるよう現場

の声に耳を傾け、必要な支援を望む。

議員　学校給食費の無償化は、子ども１人当た

り９年間という長い期間恩恵を受けられる、子

育て支援の基本とすべき施策と考える。国によ

る無償化の実施を待たず、独自に無償化を実施

する自治体が増えているが、本市も無償化を実

施すべきではないか。

副教育長　今年度は保護者負担の食材料費約14

億円のうち、物価高騰分として約１億円を公費

負担とした。学校給食費を恒久的に無償化する

場合、毎年継続して多額の費用を要することか

ら、意義、効果や実施期間などの慎重な判断が

必要と考える。保護者の負担を増やさないよう、

どんな政策が効果的か市全体の子育て支援策と

併せて総合的に検討する必要がある。

議員　自治体の財政力の大きさを示す財政力指

数は、中規模以上の105都市のうち令和３年度

は第２位、財政構造の弾力性を示す経常収支比

率は第１位で、本市は良好な財政状況にある。

苦しい財政状況の自治体でもやりくりして無償

化を実施する中、本市ができない理由は見当た

らない。無償化を検討すべきではないか。

財政経営部長　無償化には毎年14億円もの公費

が必要となる。現在の財政指標だけで判断せず、

将来世代に過大な負担を先送りしないよう、中

長期的な視点で将来の財政負担を注視していく。

議員　現在の子育て世代を支えることも大切で

ある。義務教育は無償という憲法の理念を尊重

し、今後も市民と共に無償化を強く求めていく。
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※1　地域の農業について、アンケート等を活用しながら関係者で話し合い、農地の集約化等に関する将来方針を再構築すること
※2　農地の所有権移転等の際、譲り受ける人に一定の農業経営面積の保有を必要とする要件14
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議員　住民が高齢化し、街路樹の剪
せん

定
てい

や落ち葉

の清掃が負担になっていると聞くが、市はどの

ような管理をしているか。

都市整備部建設担当部長　樹木の種類や成長具

合に応じ、定期的な剪定作業を行っており、併

せて街路樹桝
ます

の除草と落葉清掃を実施している。

議員　既存の街路樹から落葉が少ない樹種や生

育の遅い樹種に植え替える樹種転換は、住民の

清掃の負担が減ることに加え、市の剪定費用も

軽減できるため有効である。市は過去に実施し

ていた樹種転換事業を再開してはどうか。

都市整備部建設担当部長　撤去した街路樹の移

植先がないなどの理由から、大規模な樹種転換

を中止しているが、近年でも小規模な樹種転換

は行っている。街路樹の巨木化や老朽化により、

道路の見通しを阻害するなど、市民からさまざ

まな意見もあり、今後、樹種転換を見据えた街

路樹の在り方を検討していく必要があると考え

ている。

議員　街路樹を地域のシンボルだと感じて樹種

転換を望まない住民もおり、樹種転換に対する

住民の賛否が分かれることもある。住民の意見

を丁寧にくみ取り、樹種転換や剪定頻度の検討

など抜本的な対策をすべきと考えるがどうか。

都市整備部建設担当部長　街路樹の在り方の検

討に必要となる地域の意向調査などには、時間

を要することから、剪定頻度の見直しを行うな

ど、適切な維持管理ができるよう努める。

議員　本市では今年度から独自の奨学金制度を

創設した。奨学金の半額は返還不要で、残りの

半額も基準日に市内に在住していれば返還が免

除となる。ただ、返還の負担に悩む人が多い中、

市ではそれ以外の奨学金の返還支援を行ってい

ない。名古屋市で就職する人にも住む場所とし

て本市を選んでもらえるよう、さらなる返還支

援で本市の魅力向上を図ってはどうか。

政策推進部長　県の奨学金返還支援事業では、

県内に本社がある企業に勤務する人のみが対象

となる。働く場、住む場としての本市の魅力を

向上させる取り組みが重要と考えており、奨学

金返還支援制度を含めた若者の定住支援策につ

いて調査研究を行いたい。

議員　令和３年度から従業員の奨学金を企業が

代理返還できるようになった。従業員、企業共

に利点があるが、市内で活用されているのか。

また、宇都宮市では企業が従業員に奨学金の返

還支援金を支給すると、同額を従業員に補助し

ている。本市も同様の支援を行ってはどうか。

商工農水部長　代理返還制度を利用する市内企

業は１社で、制度利用者数は公表されていない。

人材確保は中小企業の重要な経営課題であり、

雇用確保のための奨学金返還支援制度について

は、代理返還制度の周知も含め先進事例や事業

者のニーズを調査した上で、研究したい。

議員　返還支援の取り組みが若者への応援メッ

セージとなり、本市を選んでもらえると考える。

議員　農業の未来に向けて本格的に取り組まな

ければ、食料自給率の低下だけでなく、農地の

減少により水害や環境破壊を招く恐れがある。

命の産業である第１次産業の発展は本市にとっ

て大きな意味があると考えている。各地区では

関係者が協議して人・農地プランの実質化（※

１）が図られたが、明らかになった課題の解決

に向けてどのように取り組むのか。

商工農水部長　多くの地区では、区画の小さい

農地、担い手の不足、獣害の増加などが課題と

なっている。関係機関と連携した取り組みや、

国・市の補助事業による支援と並行し、人・農

地プランをさらに具体化した地域計画の策定に

向けて、集落ごとに話し合いを進めていく。

議員　新たな担い手を呼び込むための「もうか

る農業」には、農地の集約化による経費の削減

が重要である。集約化のための国の補助事業は

複雑で分かりにくいが、どのように対応してい

るのか。また、国は集約化の流れに逆行して五

反要件（※２）を緩和した。集約化の妨げにな

らないよう市はどのように対応しているのか。

商工農水部長　国の補助事業について相談が

あった際は、適切な支援に向けて県と連携した

対応に努めるとともに、市が気軽に相談できる

窓口の役割を担っていることを周知していく。

また、五反要件の見直しによる農地の取得につ

いては、効率的かつ総合的な利用の確保に支障

が出ないよう農業委員会で適正に審査する。
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四日市港管理組合での本市の発言力を高めよ四日市港

以前就航していた中部国際空港への海上アクセス
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本市の終活支援事業の進捗状況を問う終活支援

市民の命の尊厳を守る終活支援事業の取り組みが求められる
※ 他の多くの人の遺骨と一緒に埋葬する形式の墓のこと
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議員　身寄りのない市民が、生前から自分の望

む葬送の形を決め、安心感を得ることは葬送に

おける自己実現といえる。これを実現するのが

終活支援事業であり、先進自治体では生前に市

民、事業者、市の三者が連携する仕組みをつく

り身寄りのない市民の命の尊厳を守っている。

取り組みには人員や予算等の課題があるが、市

はこれまでも終活支援事業について検討すると

答弁している。その後の進
しん

捗
ちょく

状況はどうか。

健康福祉部長　行政が取り組む必要がある事業

と認識しており、市民が希望する最期を迎えら

れるよう、どのような終活支援事業ができるか

研究、検討を進めている。行政がすべきことを

整理して、関係部局と連携し、事業に必要な人

員を確保した上で取り組む。

議員　合葬墓（※）について、当初の計画を見

直し、規模や運営方法等を慎重に検討すること

は理解するが、多死社会を見据え時間は長くか

けられない。今後どのように計画を進めるのか。

環境部長　合葬墓は終活支援の最後の部分と認

識している。終活支援事業全体の中で、民間墓

地の経営に影響を与えないという前提の下、整

備方針を今年度中に庁内で検討する。

議員　多死社会の到来に向け、終活支援は市民

の命の尊厳を守るため早急に取り組むべき事業

だと考えるが、どの部局が事業を主導するのか。

渡辺副市長　環境部と健康福祉部を中心に、役

割分担を踏まえ、実行に移したい。

議員　四日市港はスーパー中枢港湾に指定され

ており、中部圏の代表的な国際貿易港として重

要な役割を担っている。昨年度の議長選におけ

る所信表明において、四日市港管理組合（以下、

管理組合）への負担金の負担割合を県と市で５

対５にすべきと提案した。港がある本市の役割

はますます重要となっており、負担割合を県と

同じにすることで、本市の発言力を高めること

ができると考えるがどうか。

政策推進部長　昭和41年の管理組合の設立以降、

負担割合は何度か見直され、平成16年度にスー

パー中枢港湾に指定された際、一層の広域性や

戦略性を求めるには県の負担を増やすべきとし

て、平成18年度から５対４となっている。昨年

８月定例月議会決算常任委員会でも負担割合の

見直しが議論され、本市の影響力を高めるため

引き上げるべきとの意見があった一方、財政負

担に見合う利点があるのか疑問との意見もあっ

た。四日市港は本市の重要な産業基盤であり、

市民に親しまれる港づくりに向け、本市の意向

がより反映されるよう取り組んでいる。四日市

みなとまちづくりプランの実現に向けて県や管

理組合にハード整備の強化を要望した結果、予

算が確保できており、本市の意向が反映されて

いるため、負担割合の変更は必要ないと考える。

議員　四日市港のにぎわいづくりを進めるた

め、中部国際空港への海上アクセスを復活させ

ることも視野に入れ、見直しを検討してほしい。
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湯の山線新駅の建設と現図書館のリニューアルをまちづくり

政友クラブ
荻
おぎ

須
す

　智
とも

之
ゆき

費用対効果の観点で新図書館建設の可否を判断せよ図 書 館

※ 商業施設、公共施設、駅など地域の拠点に鉄道やバス等の乗り換え機能を併設した、交流と交通の複合拠点

※ 歩行者を中心にデザインされた、歩きやすい街のこと
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議員　多くの市民が一番困っていることとして、

移動手段の確保がある。四日市市都市総合交通

戦略では「鉄道網や幹線バスと支線バスとが連

携した、誰もが移動しやすい交通ネットワーク

の実現に向けて路線の再編に取り組む」として

いるが、主要駅や郊外部におけるコミュニティ

ターミナル（※）整備の検討状況はどうか。また、

「生活圏内の移動特性に応じた交通手段の確保」

について、考え方を確認したい。

都市整備部長　令和２年にまず「イオンタウン

四日市泊」の敷地内にコミュニティターミナル

を整備した。現在、商業施設のほか、生活利便

施設を備えた住宅団地なども候補として適地の

検討を進めている。生活圏内の移動特性に応じ

た交通手段の確保では、バスの支線化やコミュ

ニティバス導入のほか、市街化調整区域の公共

交通不便地域で予約に応じて運行するデマンド

タクシーを運行している。今後は、市街化区域

の不便地域においても、支線バスやデマンド型

交通などさまざまな移動手段を探っていきたい。

議員　岐阜市ではバス停付近のコンビニ店内で

快適にバスを待つことができる「バスまちば」

を運用している。本市でも導入してはどうか。

都市整備部長　バス路線の維持のため、乗り継

ぎ環境やバス待ち環境の向上に取り組んでいる。

今後民間施設を利用した「バスまちば」も視野

に入れ、引き続き利用環境の向上に取り組む。

議員　市民に身近な施設をぜひ活用してほしい。

議員　鉄道路線の廃止協議の対象基準の緩和

で、近鉄湯の山線が廃止されないか憂慮してい

る。鉄道利用者を増やすため、市立四日市病院

（以下、病院）の南東に新駅の建設を提案する。

患者やその家族の移動の負担が軽減される上、

建物構造等を工夫すれば安価に整備できる。発

想を転換し、公共交通を守るべきではないか。

都市整備部長　整備費用や施設の維持管理など

の継続的なコストを考えると、新駅の設置は難

しいが、提案の内容については改めて確認する。

病院事業副管理者　病院への交通手段の選択肢

が増え、来院者や職員の利便性は高まる。自動

車を使用せざるを得ない人のことも考慮の上、

新駅の設置の波及効果を検証する必要がある。

議員　産業都市四日市の将来を担う子どもたち

が、科学や産業の素晴らしさを体験する場が必

要である。新図書館整備後、現図書館を子ど

もたちが科学や産業についても学べる場にリ

ニューアルすべきと考えるがどうか。

政策推進部長　現図書館に図書館以外の機能を

加えることは耐用年数から難しい。科学や産業

技術の魅力を伝える効果的な手法を検討したい。

副教育長　産業都市である本市の特徴を生か

し、地域への愛着を育むとともに、科学や産業

技術に興味を持つ機会を創出できるよう努める。

議員　新駅を中心に病院や図書館、文化会館を

歩いて回れる、医療と文化のウォーカブルシ

ティ（※）を実現すべきである。

議員　本市の図書館では１人10冊まで本を借り

られる。家族の分も合わせて借りる人もおり、

新図書館にも車で来館することが予想される。

周辺の駐車場の受け入れ台数は十分なのか。

政策推進部長　駐車場については、休日のピー

ク時の必要台数216台に対し、くすの木パーキ

ングと新図書館から200ｍ圏内、徒歩３分の既

存の駐車場を活用する計画である。ただ、民間

駐車場を継続的に使用できる確証がないことか

ら、都市計画で決定され継続利用できる諏訪公

園駐車場を改修して利用促進を行う。多くの本

を借りる人へは、新図書館との役割分担で継続

利用する現図書館での貸し出しを考えていく。

議員　今後ますます需要がなくなる紙の書籍の

ための施設に建設費、定期借地に係る地代、駐

車場代など莫
ばく

大
だい

な費用がかかる可能性がある。

総額が分かった時点で建設を中止できるのか。

舘副市長　相当な時間をかけ、場所や機能など

さまざまな議論を重ねてきた。また、地権者と

覚書を交わし、調査費等の予算も議会に認めて

もらっており、引き続き協議を進めていく。

関連質問（川村幸康議員）　議会は市長に建設

を白紙委任していない。今後建設費が適正でな

いと分かれば、議会が中止の判断をすることも

あり得るが、中止は可能か。

政策推進部長　予算議案が議会に認められなけ

れば計画を中止せざるを得ないため、議会の理

解を得られるように説明していく。



政友クラブ
森
もり

川
かわ

　慎
まこと

非正規職員の割合を下げ、正規職員を増やせ人　　事

※ 収入や待遇などの面で不遇な状況にある、公的機関で働く非正規労働者のこと

◆動産の取得　－地震体験車　１台－	 12件
・	自治会での防災訓練等で、幅広い世代が災害時の対応

を学ぶ機会になれば良いと考える。
・	購入費用が高額である。また、十分に活用されるのか

疑問である。
◆民間保育所等整備事業費	 ７件
・	待機児童解消のため、良い取り組みである。
・	民間保育所・認定こども園側の園児の受け入れ体制は

整っているか。

◆商店街街路灯電灯料補助金	 ３件
・	商店街も節電を進めるべきではないか。
◆橋

きょう

梁
りょう

メンテナンス補助事業費、橋梁整備単独事業費	 ３件
・	市民が毎日使用する橋が壊れれば大きな事故につなが

るので、一日でも早く修繕してほしい。
　８月定例月議会については、８月22日（火）に市議会ホー
ム ペ ー ジ（https://www.city.yokkaichi.mie.jp/gikai/）
に議案および議案資料を掲載し、８月28日（月）午後５時
までご意見を募集する予定です。
　皆さんからのご意見をお待ちしています。

６月定例月議会の議案に対してご意見をいただきました

◆詳しくはホームページへ →
　一部の議案について、委員会で審査される前に市民の皆さんに情報提供を行い、ご意見をいただ
いています。主なご意見の概要は次のとおりです。

定例月議会の報告と意見交換を行いました　～２月定例月議会　議会報告会～
　今回は、３月29日、30日に４常任委員会ごとに議会報告会を開催しました。
いただいたご意見については、市議会で周知を図り、今後の議会活動や市政
発展への参考とさせていただきます。

総務常任委員会（川島地区市民センター）
	問	 災害時におけるドローンの活用は検討している
のか。
	答	 消防本部では、火災現場の状況把握等のためド
ローンを配備している。今後は災害時の救助活動へ
の活用も検討していく必要があると考える。

◆会場での主な内容を要約
　してご紹介します。
　詳しくはホームページへ→

産業生活常任委員会（橋北交流会館）
	問	 市立四日市病院の大規模改修により、地域連携・
医療相談センター（サルビア）のスペースは広くなる
のか。
	答	 大規模改修でスペースを拡大し、新設する入退
院支援部門とも連携を図る予定である。

教育民生常任委員会（河原田地区市民センター）
	問	 不登校の児童生徒に、体験型の教育を行っては
どうか。
	答	 本市は地域の人材を活用した教育を進めており、
材料費などの費用の一部を支援していく方向性を担
当部局から確認している。

都市・環境常任委員会（神前地区市民センター）
	問	 三滝川に架かる橋梁の配置が悪く、周辺で渋滞
が発生しやすい。道路整備の計画を十分に議論して
ほしい。
	答	 三滝川や周辺の道路は県の所管であるため、市
民の声をしっかりと県に伝えていきたい。
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議員　市職員が正規から非正規に置き換えられ

ている現状は、業務の継続性や安定性の点で疑

問を感じる。非正規職員には女性が多く、男女

格差や官製ワーキングプア（※）など、女性が

雇用の調整弁のように利用される問題にもつな

がる。本市における非正規職員の割合はどの程

度か。また、非正規職員が多い職場はどこか。

総務部長　全職員のうち非正規職員の割合は

36.9％であり、保育園、幼稚園、こども園、清

掃事業所などの職場でその割合が高い。

議員　人員の確保が難しいといわれる保育士な

どの職種も、不安定で低賃金の非正規職員に置

き換えられている現状は疑問である。正規職員

として長期的にスキルアップしてもらうことも

大切である。市はどのような方針で職員を採用

しているのか。また、正規職員の数は業務量や

住民サービスの質から考えて充足しているのか。

総務部長　最小の経費で最大の効果を上げるの

が自治体の責務と考えている。限られた人件費

の中で、正規職員が担うべき業務を整理し、効

率的に市民サービスを提供している。必要な人

員は各部局へのヒアリング等から算定した職員

配置計画を基に計画的な採用、配置を行ってい

る。他市との比較において、不足している現状

にはなく、今後も適正な職員配置に努める。

議員　災害などへの対応、男女格差の解消、住

民サービスの質の確保などの視点からも、正規

職員を増やすべきである。



　今後の編集の参考とするため、「よっかいち市
議会だより」をご覧になったご意見、ご感想など
をお寄せください。
広報広聴委員会　[◎委員長　○副委員長]

◎樋口　龍馬　 ○谷口　周司　 　伊世　利子
　上　　麻理　 　田中　　徹　 　辻　　裕登
　村上　　暁　 　森　　智子　 　　　　　　

あとがき ご意見・ご感想などのあて先
〒510-8601 四日市市諏訪町１番５号  四日市市議会事務局

Tel059-354-8340　Fax059-354-8304
Ｅメールアドレス　shigikai@city.yokkaichi.mie.jp
ホームページ　　四日市市議会 検索

発行／四日市市議会　　　編集／広報広聴委員会

　８月定例月議会の議会報告会を10月16日、17日に開催します（詳細は下記参照）。事前のお申し込みは不要です
ので、参加を希望する会場にどうぞお気軽にお越しください。
※当日の天候や感染症の状況により、中止や開催方法の変更をさせていただく場合がありますので、あらかじめご了承ください。
※シティ・ミーティングのテーマが決定しましたら、市議会ホームページやチラシ等でお知らせします。

８月定例月議会の議会報告会（予定）

第１部：議会報告会　第２部：シティ・ミーティング（意見交換会）
日　時 10月16日（月）　18：30~20：45 10月17日（火）　18：30~20：45

常任委員会 教 育 民 生 産 業 生 活 総　　　務 都 市・環 境

会　場
内部地区市民センター

本館１階会議室
下野地区市民センター

２階大会議室
あさけプラザ
３階美術室

常磐地区市民センター
２階大会議室

釆女町857-1 朝明町914-3 下之宮町296-1 城西町8-11

所　管
事　項

教育、こども、
健康福祉など

商工業、農林水産業、
市民生活、文化、スポー
ツ、シティプロモーショ
ン、市立病院など

市政の企画、財務、
危機管理、消防など

道路、住宅、上下水道、
環境衛生など　 　　　

※会場でのやりとりを基本としてご意見をいただきます。　※手話通訳いたします（事前予約は不要です）。
※状況によっては、記載された予定時刻よりも早く終わる可能性があります。
※開催３時間前に、大雨、暴風、大雪、津波のいずれかの警報が発表された場合、あるいは開始３時間前の時点で短時間のうちに各警

報が発令される可能性が高いと認められる場合、また市域に震度４以上の地震が発生した場合は、開催を取り止めとさせていただき
ます。なお、開催を取り止める場合は、市議会ホームページやＳＮＳでお知らせいたします。

月 日 内　　　　容 開始時刻

８
29（火） 本会議 初日（議案説明  ほか）

午前10時

31（木） 本会議（質疑・委員会付託  ほか）
各常任委員会／予算、決算各分科会

９

１（金）、
４（月）～５（火）

各常任委員会／予算、決算各分科会
＊予備日６（水）

11（月）～13（水） 決算常任委員会全体会  ＊予備日は14（木）

15（金） 予算常任委員会全体会  ＊予備日は19（火）

22（金） 本会議（委員長報告・採決  ほか） 午後 １ 時
26（火）～29（金） 本会議（一般質問）

午前10時
10

２（月） 本会議（一般質問、質疑・委員会付託  ほか）
３（火） 各常任委員会／予算各分科会
４（水） 予算常任委員会全体会
５（木） 本会議 最終日（委員長報告・採決  ほか） 午後 １ 時

市議会モニター委嘱式を開催
　令和５年度の市議会モニター（51
人）への委嘱式を５月24日に行いま
した。
　市議会モニターの皆さんには、市議
会の運営に関する意見、提言などをお
願いしています。

※一般質問の模様をＣＴＹ122ch（サブチャンネル）で放送する予定です。
※本会議と常任委員会の模様は市議会のホームページで生中継し、録画中継もご覧いただけます。
※委員会は審査の進み具合により、予定より早く終了する場合があります。

８月定例月議会の予定（日程は都合により変更する場合があります）
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